
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｖ  参    考



 40

 

訓練コースの見直し（詳細） 

（１）工業技術分野（機械系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【多能工化とＩＴ化に対応する必要がある】 
○ 機械加工の中心となるのは切削技術であ

るが、機械製図、板金など多くの工程をこ

なすことができる多能工※を育成する必要

がある。 
○ ＩＴの活用は生産リードタイムの短縮、資

材の効率的な調達、顧客情報の管理等多品

種少量高付加価値製品の製造に適した生

産体制を維持していく上で不可欠になっ

ている。 
○ 少子化が進み、更に高校進学率が 97％前
後で推移している現在、中卒のみのコース

（「機械加工」コース）を設定することの

意義が問われている。 
○ 応募倍率が低く、検討する必要がある。 

見直しの 
方向 

【ＩＴ化に対応した多能工を育成する】 
○ 多能工を育成する。 
○ 機械加工ではＮＣ／ＭＣ、設計製図で

はＣＡＤ／ＣＡＭへの対応を検討す

る。 
○ 道具としてのコンピュータ（ネットワ

ーク含む）の利用に長けた技能者を育

成する。 
○ 応募倍率の課題に関して、カリキュラ

ム、コース定員等について検討する必

要がある。 

 

総合機械加工 機械加工 

仕上がり像 

【一専多能工】 
○ 設計から仕上げまでの機械加工全般に渡る

基本的な技能を身につけ、更に自分の得意分

野に関して高い技能を有する将来の多能工

をめざす基盤を備えた人材 

【ＮＣ化に対応した多能工】 
○ 機械加工の基本的技能である汎用機の技能に

加え、ＮＣ機械の習熟に特化した技能工 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年（概ね 22 歳以下）の就
業未経験者、若年離転職者 

○ 普通 2年 

○ 高卒程度以上、若年離転職者（概ね 30歳以下）、
製造業以外でも何らかの就労経験がある者 

○ 普通 1年 

訓練規模 40人（2コース程度） 40人（2コース程度） 

訓練内容 

【生産現場の高度化、ＩＴ化に対応した多能

工】 
○ 訓練の前半では、機械加工の上流工程（設

計・製図）から下流工程（汎用機・ＮＣ機械、

溶接・板金、仕上）までの全工程に渡った技

能習得を行う。この間に日々の訓練の中で技

術校生の適性、希望を見極める。 
○ 後半では、各技術校生の適性、希望に応じて、

汎用機、ＮＣ、溶接、製図等の細コースに分

かれて、更に高度な技能習得に励む。 
○ 加工工程のネットワーク化に対応できるよ

うコンピュータの技能も習得する。 

【生産現場の高度化、ＩＴ化に対応】 
○ 生産現場の高度化、ＩＴ化に伴い、基礎的な技

能を有する若年離転職者を対象に、ＮＣ工作機

械に特化した技能習得を行う。 
○ 訓練前半で加工工程全般について学習し、全工

程を理解した多能工としての基礎能力を養う。

後半ではＮＣ機械に関して集中的に技能習得

を行う。 

 

訓練内容 
設定の理由 

○ 多能工育成、高度技能習得には全工程につい

て理解する必要がある。 
○ 職業観、自分の適性見極めの援助を行うため

にきめ細かい指導を行い、早期離職を防止す

る。 
○ 高度化、ＩＴ化対応のためにコンピュータ教

育を強化する。 

○ 中小企業の加工工場では、現在、多品種少量生

産が主流であり、10 個程度以上であれば効率
良く生産できるＮＣ機械の導入が進んでいる。 

○ 曲面加工の場合は 1個でもＮＣを使用する。 
○ ＮＣ機械を習得するためには、その前提的基礎

技能として汎用機の技能が必須である。したが

って、汎用機の技能を身につけた後にＮＣ機械

の技能に取り組む。 
 
※多能工：海外との競争が激化した 90 年代半ばから生産性を上昇させるために採用された「自己完結方式・一人生産方式」その他の名称で呼
ばれる生産方式に対応できる技能者（「平成 13年度ものづくり基盤技術振興基本法第 8条に基づく年次報告（略称：製造基盤白書）」経済産業
省、厚生労働省、文部科学省） 
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（２）工業技術分野（機械製図系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【多能工化とＩＴ化に対応する必要がある】 

○ 機械加工の設計から検査までの工程を理

解し、設計・製図全般に関する工程をこな

すことができる多能工を育成する必要が

ある。 
○ ＩＴの活用は生産リードタイムの短縮、資

材の効率的な調達、顧客情報の管理等多品

種少量高付加価値製品の製造に適した生

産体制を維持していく上で不可欠になっ

ている。 
○ 応募倍率が低く、検討する必要がある。 

見直しの 
方向 

【ＩＴ化に対応した多能工を育成する】 

○ 多能工を育成する。 
○ 機械加工ではＮＣ／ＭＣ、設計製図で

はＣＡＤ／ＣＡＭへの対応を検討す

る。 
○ 道具としてのコンピュータ（ネットワ

ーク含む）の利用に長けた技能者を育

成する。 
○ 応募倍率の課題に関して、カリキュラ

ム、コース定員等について検討する必

要がある。 
 

機械設計 機械 CAD 

仕上がり像 

【2次元・3次元ＣＡＤ／ＣＡＭ】 

○ 機械製図の技能に加え、2次元及び 3次元Ｃ
ＡＤ／ＣＡＭ操作に習熟した技能者 

【ＣＡＤオペレータ】 

○ 機械製図の基礎的技能に加え、ＣＡＤ操作に習

熟した技能者 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年離転職者が主だが、中高

年離転職者も可、製造業以外でも何らかの就

労経験がある者 
○ 普通 1年 

○ 離転職者、製造業での就労経験がある者 
○ 短期 6月 

訓練規模 40人（2コース程度） 80人（前期 40人・後期 40人）（2コース程度） 

訓練内容 

【生産現場の高度化、ＩＴ化に対応】 

○ 訓練前半で、機械製図及び機械加工の基本を

習得する。 
○ 後半では、2次元及び 3次元ＣＡＤ／ＣＡＭ
操作について学び、機械設計・製図に関する

技能を習得する。 

【機械製図＋ＣＡＤ】 

○ 機械製図の基礎的内容を学んだ後に、ＣＡＤ操

作を集中して学習し、ＣＡＤに関する技能を身

につける。 

 

訓練内容 
設定の理由 

○ 従来の機械設計製図を踏襲して、さらに、生

産現場の高度化、ＩＴ化に対応して、訓練内

容の高度化、ＩＴ化を図る。 
○ 負荷の重い肉体労働を伴わないことから中

高年離転職者も可。 

○ 生産現場のＩＴ化に対応して、従来のトレース

からＣＡＤに重い比重を置いた訓練内容とす

る。 
○ 早期就職を望む離転職者向け。 
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（３）工業技術分野（金属加工系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【幅広くより専門的な溶接技術に対応する

必要がある】 

○ ものづくりの基盤的な技能である薄板、中板

を中心とした各種溶接法の習得、筐体を中

心とした各種板金法の習得そして設計・改

善が可能な技能工の需要に対応する必要

がある。 
○ 溶接と板金とを比較すると溶接の方がやや

需要が大きい。 
○ 応募倍率が低く、検討する必要がある。 

見直しの 
方向 

【より専門的な溶接技術を身につけた

技能工を育成する】 

○ 左に挙げたような各種溶接法、各種板

金法を習得し、設計・改善が可能な技

能工を育成する。 
○ 溶接技術に関してより専門的な技能

工を育成する。 
○ 応募倍率の課題に関して、カリキュラ

ム、コース定員等について検討する必

要がある。 
○ 7 次計画で課題検討を行い、カリキュ
ラム等について見直した結果、平成 15
年度から以下のように設定、再編した

ので、これを継続実施する。 
 

溶接・板金 溶接 

仕上がり像 

【各種溶接技術、板金技術への対応】 

○ 各種溶接法及び板金の一般知識・技能を身に

つけた技能者 

【専門的な溶接技術】 

○ 各種溶接法において、即戦力となる技能を習得

した技能者 

対象者と 
訓練期間 

○ 離転職者 
○ 短期 6月 

○ 離転職者 
○ 短期 6月 

訓練規模 40人（前期 20人・後期 20人）（1コース程度） 40人（前期 20人・後期 20人）（1コース程度） 

訓練内容 

【幅広い技能の習得】 

○ 金属加工の基礎知識を学んだ後に、溶接技術

及び板金技術に関して広い範囲の技能習得

を行う。 
 

【専門化】 

○ 金属加工の基礎知識を学んだ後に、各種溶接技

術に関してより専門的な技能習得を行う。 

 

訓練内容 
設定の理由 

○ 早期再就職を望む離転職者向け。 
○ 溶接・板金は機械製造の分野のみならず、土

木、建設、自動車、造船等幅広い分野で利用

されるため、金属加工全般の知識が必須であ

る。 

○ 早期再就職を望む離転職者向け。 
○ より専門的な技能習得のために、被覆アークま

たは炭酸ガスアーク溶接の立向き及び横向き

溶接技能を習得する。 
○ 技能習得の目安として溶接技能者評価試験等

の資格取得が可能な訓練内容を設定する。 
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（４）工業技術分野（自動車工学系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【継続実施だが、検討課題もある】 

○ 自動車整備士は資格職なのでカリキュラ

ムの大筋は現状維持で実施する。 
○ 自動車販売、整備の現場もＩＴ化が進んで

いるので、これに対応できる人材を育成す

る。 
○ 整備士として将来、整備工場で中堅幹部と

なり得る人材を養成するためには経営者

的な立場から整備について考えられる人

材を育成する。 

見直しの 
方向 

【継続実施だが、営業知識等カリキュラ

ムの検討を行う】 

○ 自動車整備のみならず、自動車のプロ

として幅広い分野に対応できるよう

に、ハイブリット車の普及から低電圧

取り扱い資格、ＣＮＧ（圧縮天然ガス）

自動車整備責任者講習等をカリキュ

ラムに取りこむことを検討する。 
○ ＩＴ化に対応するために情報教育を

強化する。 
○ 経営者的な立場から整備について考

えられるように、経営知識を強化す

る。 
 

自動車整備 

仕上がり像 

【2級自動車整備士】 

○ 自動車に関する高い知識と技能を持つ２級

自動車整備士。 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年者対象。 
○ 普通 2年 

訓練規模 60人（2コース程度） 

訓練内容 

【ＩＴ化、経営知識、新技術に対応】 

○ 自動車に関して専門知識と整備技術を身に

つけ、2級整備士相当の技能習得を行う。 
○ 自動車工学に関して新技術等を積極的に取

り入れていく。 
○ 情報教育、経営教育を強化する。 
 

訓練内容 
設定の理由 

○ 国土交通省関東運輸局資料によれば、県内の

保有台数、整備工場数と 2級整備士養成施設
定員数を比較すると、神奈川県の養成数は少

ない。 
○ 以上の理由から継続実施とするが、現場のＩ

Ｔ化、経営知識、自動車工学の技術革新等に

対応できるよう、訓練内容の見直しは必要で

ある。 
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（５）工業技術分野（電気系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【電気機械器具製造業と設備工事業等に人

材供給する必要がある】 

○ 想定する就職先、求められる人材ともに異

なるコースが並立している感がある。 
○ それぞれ市場規模は異なるが、人材需要も

あるので現場にもっとマッチした人材育

成をすることが望まれる。 
○ 応募倍率が低く、検討する必要がある。 

見直しの 
方向 

【従来コースは工業系電気に純化し、別

途コースを新設する】 

○ 電気技術コースはカリキュラムを見

直し、工業技術分野電気技術に純化す

る方向で検討する。 
○ 新たに建設業電気工事に人材供給す

るための新設訓練コースの設定を検

討する。 
○ 応募倍率の課題に関して、カリキュラ

ム、コース定員等について検討する必

要がある。 
 

電気 屋内電気工事 

仕上がり像 

【電気機械組立作業者】 

○ 電気設備、電気機器の技能に加え、電気機械

器具製造業で必要とされる電気技術に習熟

した電気作業者 

【電気工事作業者】 

○ 電気工事の技能に加え、住宅のリフォーム等で

内装工事に関する技能を持つ人材 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年離転職者 
○ 普通 1年 

○ 高卒程度以上、主として若年離転職者 
○ 普通 1年 

訓練規模 60人（2コース程度） 30人（1コース程度） 

訓練内容 

【電気設備制御、電気機器制御】 

○ 電気設備、電気機器の制御について学び、そ

の際に必要な回路設計、配線、組立、施工、

調整等について技能習得を行う。 
 

【電気工事＋リフォーム】 

○ 電気工事、火災報知設備施工、電気通信線路施

工等の技能を習得する他、住宅リフォームに関

する内装工事に必要な技能も併せて習得する。 

 

訓練内容 
設定の理由 

○ エネルギーとして電気の活用は今後も増加

が見込まれるので、電気機械器具の需要も継

続することが予想される。 
○ 若年離転職者を対象に、電気設備、電気機器

の制御について広い範囲の技能を有し、第 2
種電気工事士等の資格取得を目指し、電気機

械器具製造等に従事する人材を育成する。 

○ 住宅リフォーム市場の規模拡大と業態の変化

に対応できる人材を育成する。 
○ 早期再就職を目指す離転職者向け。現在の電気

技術コースで見ると、中高年齢者の応募も多

い。 
○ 民間教育機関の参入もないため、既存コースを

再編して新規設定。 
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（６）工業技術分野（電子系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【ネットワーク対応制御システム技術者を

育成する必要がある】 
○ 従来の電子機器制御コースに対して、求人

企業から情報関連、Ｃ言語、ネットワーク、

基本システムの教育に関する要望が多数

寄せられている。 
○ 工業系のみならず、制御系に関しても多能

工育成が必要である。 
○ 応募倍率が低く、検討する必要がある。 

見直しの 
方向 

【電子機器制御へ情報ネットワークを

融合させる】 
○ 電子機器制御から通信制御、ネットワ

ーク制御への移行を検討する。 
○ コンピュータ関連、プログラミング教

育を充実させる。 
○ 電子機器制御の他に情報ネットワー

ク教育の必要性が高まっている。 
○ 応募倍率の課題に関して、カリキュラ

ム、コース定員等について検討する必

要がある。 
 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ開発 

仕上がり像 

【ネットワーク対応制御システム技術者】 

○ 電子、制御、コンピュータ全般の知識を持ち、

さらに自分の得意分野（電子回路設計、電子

制御、通信制御、制御ネットワーク構築等）

に関して高い知識・技術を持つコンピュータ

制御技術者。 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年者対象。 
○ 普通 2年 

訓練規模 60人（2コース程度） 

訓練内容 

【ネットワーク制御に対応】 

○ 訓練の前半では、コンピュータ全般の知識・

技術を身につけるため、電子、情報、数学等

の学習を行う。この間に日々の訓練の中で技

術校生の適性、希望を見極める。 
○ 後半では、各技術校生の適性、希望に応じて、

電子機器設計、電子回路設計、電子制御、通

信制御、ネットワーク構築等のコンピュータ

制御に関する細コースに分かれて、更に高度

な技能習得に励む。 
 

訓練内容 
設定の理由 

○ ＩＴ技術の高度化に伴い、電子機器制御も従

来のコンピュータ単体で電子機器を制御す

る形態から、通信機器やネットワークを用い

る形態に変化している。このため、コンピュ

ータ制御に関してある程度高い技能を身に

つけようとする場合、電子・情報全般の知

識・技術が必要となっている。 
○ 職業観育成、自分の適性見極めの援助を行う

ためにきめ細かい指導を行い、早期離職を防

止する。 
○ 高度化、ＩＴ化対応のためにコンピュータ教

育、情報教育を強化する。 
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（７）社会サービス分野（介護系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【高付加価値のヘルパーが必要とされてい

る】 
○ 介護保険の安定運用のためには在宅系サ

ービスを充実させていく必要があるが、

小規模事業所が多く、介護報酬の低さと

あいまって経営、雇用環境が厳しくなっ

ている。 
○ このため、介護だけでなく、経営や財務

のリスクマネジメント、介護保険事務等

をこなすことができる介護以外の付加価

値を持ったヘルパーを育成する必要があ

る。 
○ 契約、リスクマネジメント、人権等に関

する十分な知識が求められる。 
○中高年者の雇用市場として有望な一方

で、ＩＴ化に対応できるような能力が求

められている。 

見直しの 
方向 

【介護サービスを支える中核人材を育成

する】 
○ 訪問介護員養成１級課程に加えて経営

や財務のリスクマネジメント、介護保

険事務など多様化に対応する。 
○ 契約、リスクマネジメント、人権等に

関して十分な知識と経営的感覚を養う

教育を強化する。 
○ コンピュータリテラシー（パソコン操

作）等に関する教育を強化する。 
○ 以上のような複合化した技能を有する

人材を育成する。 

 

介護・ビジネス 介護ヘルパー 

仕上がり像 

【中堅幹部又は起業家ヘルパー】 

○ 訪問介護員養成１級課程と経営や財務の

リスクマネジメント、契約等に関する実務

知識を併せ持ち、将来、中小サービス提供

事業所の中堅幹部職員又は起業家（ＮＰＯ

含む）となり得る人材 

【介護サービス提供責任者】 

○ 訪問介護員養成１級課程を持ち、さらに介護報酬

請求事務に精通した、将来、介護サービス提供責

任者となり得る人材 

対象者と 
訓練期間 

○ 主として中高年離転職者 
○ 短期 6月 

○ 主として中高年離転職者 
○ 短期 6月 

訓練規模 60人（前期 30人・後期 30人）（1コース程
度） 

60人（前期 30人・後期 30人）（1コース程度） 

訓練内容 

【訪問介護員養成１級課程＋マネジメント】 

○ 訪問介護員養成１級課程を学ぶとともに、

経営や財務のリスクマネジメント、契約等

に関する実務知識を習得する。 

【訪問介護員養成１級課程＋介護保険事務】 

○ 訪問介護員養成１級課程を学ぶとともに、介護保

険制度や介護報酬請求、契約等に関する知識を習

得する。 

 

訓練内容 
設定の理由 

○ 福祉の現場ですぐに使える知識を習得し、

将来、中小の介護サービス提供事業所や福

祉系ＮＰＯにおいて、活躍できる人材を育

成する。 

○ 将来、サービス提供責任者となるヘルパーを養成

する。 
○ 介護報酬請求事務にも精通した、将来の中核人材

を育成する。 
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（８） 社会サービス分野（調理系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【高齢化社会に対応して病態調理を学ぶ】 

○ 高齢化社会の到来、アウトソーシングの

進行に伴い、人材ニーズは社員食堂等か

ら老人福祉施設、老人保険施設へと移行

している。 
○ このため、従来の一般的な大量調理のみ

ならず、病態（病気や咀嚼･嚥下障害）調

理にも対応できる幅の広い技能を有した

調理員を育成する必要がある。 
○ 契約、リスクマネジメント、人権等に関

する十分な知識が求められる。 
○ 中高年者の雇用市場として有望な一方

で、ＩＴ化に対応できるような能力が求

められている。 

【民間教育機関の参入状況】 

○ 大量調理に関しては参入なし。調理師養

成機関は 5校、645名。 

見直しの 
方向 

【病態調理、介護技能を身につけた人材の

育成】 

○ 大量調理に加えて病態調理、あるいは

病態調理＋訪問介護員養成研修 2 級課
程など多様化に対応する。 

○ 契約、リスクマネジメント、人権等に

関して十分な知識と経営的感覚を養う

教育を強化する。 
○ コンピュータリテラシー等に関する教

育を強化する。 
○ 以上のような複合化した技能を有する

人材を育成する。 

 

在宅介護調理 給食調理 

仕上がり像 

【病態調理のできる訪問介護ヘルパー】 

○ 対象者別の調理技術を身につけ、個々人の病

態やライフステージに合わせた食事サービス

を提供できる訪問介護人材 

【大量給食調理（病態調理）】 

○ 病院、福祉施設や学校等の集団給食に携わる

調理員 

対象者と 
訓練期間 

○ 主として中高年離転職者 
○ 短期 6月 

○ 主として中高年離転職者 
○ 短期 6月 

訓練規模 60人（前期 30人・後期 30人）（1コース程度） 60人（前期 30人・後期 30人）（1コース程度） 

訓練内容 

【病態調理＋訪問介護員養成研修 2級課程】 

○ 食品衛生や栄養学に関する知識と個々人の病

態（病気や咀嚼･嚥下障害）に合わせた調理技

術を習得するとともに、介護現場で実践する

ため訪問介護員養成研修 2級課程を学ぶ。 

【基本調理技術＋大量調理（病態調理）】 

○食品衛生や栄養学を学ぶとともに、調理の仕

事に必要な基本調理技術を習得したのち、大

量調理に関する知識と技能を習得する。 

訓練内容 
設定の理由 

○ 訪問介護員養成については「量から質へ」と

転換期を迎えており、より質の高い人材を育

成するのが県の役割である。 
○ 福祉調理にかかわる能力を有した質の高い訪

問介護ができる人材を育成する。 

○ 調理師免許を取得し、レストランのコックや

料理店の板前の養成を目指す民間教育機関と

は異なり、安全な食事を短時間で大量に提供

する知識と技能を習得し、病院や福祉施設等

の給食調理員として活躍できる人材を育成す

る。 
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(９) 社会サービス分野（美容系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【県内従業美容師は充足されつつある】 
○ 厚生労働省調査では 1999 年時点で、県
内美容師数は 18,885 人であるが、人口
10万対美容師数では 223.7人であった。 

○ 県衛生部資料に基づいて算出したとこ

ろ、2002年時点で人口 10万対美容師数
は 244.3人に増加している。 

○ 1984年から 2002年までの 18年間で従
業美容師数は平均して年間 351.8人のペ
ースで増加している。 

【民間との役割分担を検討する必要があ

る】 
○ 美容系で 6校、募集定員 440名規模で参
入している。 

○ 平成 15 年度に 1 校（募集定員昼間 240
名、通信 360名）、16年度に 3校が参入
予定である。 

○ 横浜市立横浜商業高校で美容科が設置さ

れている。 

見直しの 
方向 

【公共と民間で役割を分担し、民間活力に

委ねる】 
○ 現行コースは美容師資格の取得を想定

したカリキュラムであり、その内容に

関しては厚生労働省の指導があること

から、民間教育機関と公共との間で訓

練内容に差がない。 
○ 主として新規高卒者を対象としてお

り、対象者に関しても民間と重複して

いる。 
○ 養成施設は左記の通り増加傾向にあ

り、民間等による人材育成が十分見込

まれることから、公共と民間の役割分

担を考慮し、民間活力に人材育成を委

ねる方向で検討する。 
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(10) 建築系技術分野（建築設計系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【早期再就職の要望に対応する必要があ

る】 

○ 全国の住宅整備戸数として、新築 640万
戸、増改築 430万戸が見込まれており、
大幅な雇用増大が予想されている。 

○ 一方、不況により離職者も急増しており、

早期再就職を希望する離転職者への対応

を考慮する必要がある。 
○ 建築設計・施工管理は建築のコーディネ

ーターなので、土地・建物に関する法規

制、建築設計、施工、建築材料、内外装

等建築物全般に係わる知識と技術が必要

とされる。 
○ ＩＴ化へ対応するために、ＣＡＤ教育を

充実させる必要がある。 
○ 急速な高齢化の進展等によりユニバーサ

ルデザインに考慮する必要がある。 

見直しの 
方向 

【早期再就職コースを設定する】 

○ 普通 1年コースを内容によって分岐し、
普通 1 年・短期 6 月の長短 2 コースを
設定する。 

○ 7次計画で課題検討を行い、カリキュラ
ム等について見直した結果、平成 15年
度から以下のように設定、再編したの

で、これを継続実施する。 

 

建築設計 建築 CAD 

仕上がり像 

【建築設計・施工管理の可能な技能者】 

○ 建築設計から施工管理までの建築施工全般に

渡る知識を身につけ、建築設計事務所、建設

会社の設計・施工部門を担う技能者 

【建築ＣＡＤオペレータ】 

○ 建築設計等の実務に対応できる建築ＣＡＤオ

ペレータ 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年離転職者 
○ 普通 1年 

○ 離転職者 
○ 短期 6月 

訓練規模 20人（1コース） 40人（前期 20人・後期 20人）（1コース） 

訓練内容 

【建築設計・施工管理全般】 

○ 建築物の計画・構造・設備・施工・法規につ

いて幅広い知識を習得する。 
○ 各種製図法を習得し、ＣＡＤによる建築設計

製図について習得する。 
○ コンピュータによるプレゼンテーション等の

手法を習得する。 
○ 建築意匠設計に必要なユニバーサルデザイン

も考慮した基本計画の手法を習得する。 
○ これらにより、実務的な実施設計に必要な知

識・技術を学ぶ。 

【建築設計製図＋建築ＣＡＤの活用】 

○ 建築技術に関する基礎知識を習得する。 
○ 建築設計製図に関する総合的な知識を理解す

る。 
○ 建築ＣＡＤの基本操作を習得する。 
○ 実務に対応した幅広い建築ＣＡＤの活用法を

学ぶ。 

訓練内容 
設定の理由 

○ 建築設計について高度な技能を習得するため

には、建築設計・施工管理の全工程について

理解することが必須である。 
○ 基礎から応用まで時間をかけて学ぶ若年者向

けのコース。 

○ 早期再就職を目指す離転職者向け。 
○ 建築設計の実務は手書き製図から建築ＣＡＤ

の活用に移行してきている。ＩＴ技術に対応

した訓練の高度化を図る。 
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（11）建築系技術分野（エクステリア系）訓練コース 

 

訓練 
コースの

課題 

【外構・造園工事、緑地管理で人材が必要と

されている】 

○ 全国の住宅整備戸数として、新築 640 万
戸、増改築 430 万戸が見込まれている。
住宅整備戸数の増加は外構・造園工事の増

加につながる。 
○ 行政、住宅供給会社共に緑化を重視してお

り、一人あたりの公園面積も増加してい

る。 
○ 樹木、庭石、竹垣、ブロック、タイル等に

関する技能の上に、さらに設計、積算、施

工管理についての知識も求められる。 
○ 早期再就職を希望する中高年離転職者へ

の対応を考慮する必要がある。 

見直しの 
方向 

【外構・造園工事、緑地管理に人材を供給

する】 

○ 中高年に人気が高く、応募好調である。 
○ 7次計画で課題検討を行い、カリキュラ
ム等について見直した際、「エクステ

リアサービス」コースを早期再就職を

目指すため期間を短縮し 6 月とした他
は以下と同様の設定を考えた。 

○ 早期再就職を目指すが、造園に関して

能力開発の質を維持するため、1年制で
対応する。 

 

造園 エクステリア施工 

仕上がり像 

【造園主体のエクステリア】 

○ 造園を中心とするエクステリア工事の従事

者 

【外構工事主体のエクステリア】 

○ 外構工事を中心とするエクステリア工事の従

事者 

対象者と 
訓練期間 

○ 主として離転職者 
○ 普通 1年 

○ 主として中高年離転職者 
○ 短期 6月 

訓練規模 30人（1コース程度） 60人（前期 30人・後期 30人）（1コース程度） 

訓練内容 

【造園の基礎から応用までを学び、1 年を通し
た樹木管理】 

○ 造園設計から施工、樹木の管理を中心に、ブ

ロック・レンガ積み、タイル張り等に関する

技能を習得する。 

【庭園作り】 

○ ブロック・レンガ積み、タイル張りを中心に竹

垣の作り方や庭園作りなどのエクステリア施

工に必要な技能を習得する。 

 

訓練内容 
設定の理由 

○ 早期再就職を目指す離転職者向けであるが、

樹木管理を行うことから通年の訓練（1年制）
とする。 

○ 中高年齢者の応募も多く、継続して実施す

る。 

○ 早期再就職を目指す離転職者向けで、樹木の植

栽・剪定を短期間で行うことで 6 月の能力開
発を実現する。 

○ 中高年齢者の応募も多く、継続して実施する。 
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(12) 建築系技術分野（インテリア系）訓練コース 

 

訓練 
コースの

課題 

【新規・成長分野への人材を供給する必要

がある】 

○ 住宅関連分野は平成 9年に経済産業省が
中心となって取りまとめ閣議決定された

「経済構造の変革と創造のための行動計

画」の新規・成長 15 分野に取り上げら
れている。 

○ 全国の住宅整備戸数として、増改築 430
万戸が見込まれており、雇用規模増大予

測に対応した人材を供給する必要があ

る。 
○高齢化、省エネルギーなど新たなニーズ

に対応するための住宅リフォーム専門

家を養成する必要がある。 

見直しの 
方向 

【企画設計営業、リフォーム施工管理、施

工者を育成する】 

○ 住宅リフォームの施工全般に対応でき

る、いわゆるリフォーム施工に関して

幅広い技能を有する人材を育成する。 
○ リフォーム施工の他、企画、設計、営

業、施工管理ができる人材が望まれて

いる。 
○ インテリアからリフォームへ技能習得

の対象を拡大する。 
○ 7次計画で課題検討を行い、カリキュラ
ム等について見直した結果、平成 15年
度から以下のように設定、再編したの

で、これを継続実施する。 
 

住宅リフォーム リフォーム施工 

仕上がり像 

【リフォーム全般をこなす】 

○ 住宅のリフォーム施工ができるほか、企画、

設計、営業、管理ができる人材 

【リフォーム施工ができる】 

○ 住宅のリフォームで内装工事や給排水設備、屋

内配線等の施工に対応できる人材 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年離転職者 
○ 普通 1年 

○ 離転職者 
○ 短期 6月 

訓練規模 20人（1コース程度） 40人（前期 20人・後期 20人）（1コース程度） 

訓練内容 

【リフォーム全般】 

○ 住宅リフォームに関連する内装工事や給排

水設備、屋内配線等の施工に必要な知識・技

能を習得する。 
○ 見積もりやプレゼンテーション、設計製図な

ど営業設計に必要な知識・技術を習得する。 
○ 企画提案に必要な福祉住環境を考慮した寸

法計画の基本を習得する。 

【リフォーム施工主体】 

○ 住宅リフォームに関連する内装工事や給排水

設備、屋内配線等の施工に必要な知識・技能を

習得する。 

 

訓練内容 
設定の理由 

○ 住宅リフォーム市場の規模拡大と業態の変

化に対応できる人材を育成するため、既存の

訓練コースを再編する。 

○ 早期再就職を望む離転職者向け。 
○ 住宅リフォーム市場の規模拡大と業態の変化

に対応できる人材を育成するため、既存の訓練

コースを再編する。 
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（13）建築系技術分野（建築設備系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【ビル設備管理全般に関する幅広い技能が

望まれている】 

○ 設備管理業務の範囲は広く、設備機器の

日常運転の操作及び監視、点検から機器

運転の記録、保守整備計画の立案と実施、

施工業者・機器納入業者・メーカー等の

連携、各設備・装置等機器の単一消耗品

の交換等軽微な営繕修理、機械室、電気

室等の一般清掃整理までの業務が含まれ

る。 
○ 第 2種電気工事士、危険物取扱者等の資
格保持が望ましい。 

【現状では訓練設備等に課題がある】 

○ 「空調設備」「住宅設備」コースに関し

て、機器の老朽化が甚だしく、訓練を継

続するためには機器の更新が不可欠であ

る。 
○ 「ビルメンテナンス」コースに関して、

電気関連の器具が少なく、古いという課

題がある。 
○ 「住宅設備」コースに関して応募倍率が

低く、検討する必要がある。 

見直しの 
方向 

【ビル設備管理全般に関する幅広い技能

を持った人材を提供する】 

○ ビル設備管理業務へ人材を供給する。 
○ 訓練用設備を見直す。 
○ 7次計画で課題検討を行い、カリキュラ
ム等について見直した結果、「空調設

備」「住宅設備」両コースを「リフォー

ム施工」へ移行させることを計画し、

「住宅設備」に関しては既に平成 15年
度から前項の「リフォーム施工」へ再

編した。 
○ 設備管理の訓練内容を充実させるため

にビル設備保守管理業務を対象とした

人材の育成を行う。 

 

ビル設備管理 

仕上がり像 

【ビルの保守管理者】 

○ ビル設備における冷暖房、給排水、電気等の

設備全般の保守管理業務に従事する人材 

対象者と 
訓練期間 

○ 主として中高年離転職者 
○ 短期 6月 

訓練規模 60人（前期 30人・後期 30人）（1コース程度） 

訓練内容 

【ビル保守全般】 

○ 冷暖房、給排水、電気設備の保守管理につい

て必要な知識・技能を習得する。 
○ ネットワークによるビル設備管理（ビルコン

トロール）について必要な知識・技能を習得

する。 
 

訓練内容 
設定の理由 

○ 早期再就職を望む離転職者向け。 
○ 中高年齢者の応募も多く、既存コースを再編

して実施。 
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（14）建築系技術分野（木材加工系）訓練コース 

 

訓練 
コースの

課題 

【取付家具等の特注家具製造の国内需要に

対応する】 

○ 置き家具の国内需要は減っているが、取

付家具の需要は増している。取付家具は

壁面収納等として、リフォームの重要課

題の一つとなっている。 
○ 取付家具等の特注家具がこなせるように

なるためには、高い技術を身に付ける必

要がある。 
○ 現行の木材工芸というコース名称はクラ

フト的なイメージがあるので、より近い

イメージのコース名称に変更して、入校

希望者の便を図りたい。 

見直しの 
方向 

【手工業系後継者、家具製造技能者を育成

する】 

○ 木製家具（特に取付家具等の特注家具）

製造に係わる人材供給を行う。 
○ 手工業の後継者育成を支援する。 
○ 7次計画で課題検討を行い、カリキュラ
ム等について見直した結果、平成 15年
度から以下のように設定、再編したの

で、これを継続実施する。 

 

木材加工 

仕上がり像 

【家具製造技能者】 

○ 木材加工品、家具（特に取付家具等の特注家

具）の製作に従事する技能者 

対象者と 
訓練期間 

○ 離転職者 
○ 普通 1年 

訓練規模 20人（1コース程度） 

訓練内容 

【木材加工全般】 

○ 手工具・木工機械の操作を学ぶほか、関連の

設計・製図法や木材塗装に必要な知識と技術

を習得する。 
 

訓練内容 
設定の理由 

○ 取付家具等の特注家具の製作に従事する技

能者の育成。 
○ 手工業系の後継者育成。 
○ 従来の訓練コース名に対して、工芸的なイメ

ージを持たれることが多かったため、より時

代に即した家具製造技能者の育成を打出す

ためにコース名を変更する。 
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（15）情報技術分野（情報処理系）訓練コース 

 

訓練 
コースの

課題 

【ものづくり現場のＩＴ化に対応する必要

がある】 

○生産現場のＩＴ化、ＩＴ化製品の製造等に

対応する必要がある。 

【民間との役割分担を検討する必要がある】 
○ 情報処理系で 7校、募集定員 995名。 
○ ネットワーク関連で 3 校、募集定員 105
名（情報処理コースは平成 15年度情報ネ
ットワークコースに移行）。 

見直しの 
方向 

【公共と民間で役割を分担し、ＩＴもの

づくり人材を育成する】 
○ ＩＴを活用したものづくり人材の育

成のために、工業系訓練コースに統合

させる（一例として以下に電子見直し

案を再掲）。 
○ 公共と民間の役割分担を考慮して訓

練内容を見直し、民間との差別化を図

る。 

 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ開発 

仕上がり像 

【ネットワーク対応制御システム技術者】 

○ 電子、制御、コンピュータ全般の知識を持ち、

さらに自分の得意分野（電子回路設計、電子

制御、通信制御、制御ネットワーク構築等）

に関して高い知識・技術を持つコンピュータ

制御技術者。 

対象者と 
訓練期間 

○ 高卒程度以上、若年者対象。 
○ 普通 2年 

訓練内容 

【ネットワーク制御に対応】 

○ 訓練の前半では、コンピュータ全般の知識・

技術を身につけるため、電子、情報、数学等

の学習を行う。この間に技術校生の適性、希

望に応じるためのスキル・カウンセリングを

日々の訓練の中で行う。 
○ 後半では、各技術校生の適性、希望に応じて、

電子機器設計、電子回路設計、電子制御、通

信制御、ネットワーク構築等のコンピュータ

制御に関する細コースに分かれて、更に高度

な技能習得に励む。 
 

訓練内容 
設定の理由 

○ ＩＴ技術の高度化に伴い、電子機器制御も従

来のコンピュータ単体で電子機器を制御す

る形態から、通信機器やネットワークを用い

る形態に変化している。このため、コンピュ

ータ制御に関してある程度高い技能を身に

つけようとする場合、電子・情報全般の知

識・技術が必要となっている。 
○ 職業観育成、自分の適性見極めの援助を行う

ために、スキル・カウンセリング等のきめ細

かい指導を行い、早期離職を防止する。 
○ 高度化、ＩＴ化対応のためにコンピュータ教

育、情報教育を強化する。 
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（16）情報技術分野（経営系）訓練コース 
 

訓練 
コースの

課題 

【人材ニーズは変化している】 
○ 経理事務関連の人材は一般事務、会計事務

から情報システム部門・経営企画部門等で

企画・実践ができる人材、インターネット

ビジネスのシナリオが描ける人材へと変

化している。 
【民間との役割分担を検討する必要がある】 
○ 民間教育機関の参入状況は上に記述の通

り。 
○ 現行コースの対象者が主として離転職者

で、民間教育機関が現在実施している教育

内容とは、対象者が異なる。 
【介護・調理系その他のコースで経営教科を

強化する】 
○ 特に介護系では契約、リスクマネジメン

ト、保険事務等で経営教科を強化する必要

がある。 

見直しの 
方向 

【公共と民間で役割を分担し、民間活力

を活用する】 
○ 公民の役割分担を考慮し、民間の活力

を活用する方向で検討する。 
○ 現行コースの対象者が主として離転

職者なので、委託等により民間と連携

する場合は対象者に合わせた新規コ

ースの設定、既存カリキュラムの見直

し等が必要である。 

【介護・調理系で複合的人材を育成す

る】 
○ 介護系で介護技能の他に契約、リスク

マネジメント、保険事務等の知識を持

った複合的人材を育成するために、経

営教科を強化する。 
 

 

委託の訓練コー

スを設定 

○ 民間が有する教育訓練資源を有効に活用し多様な訓練機会を提供するため、委託訓練コー

スを設定し実施する。 
○ 訓練コースの設定にあたっては、既存のカリキュラム等を求人ニーズ・受講ニーズの特性

に対応するようカスタマイズする。 
 

経営系委託案Ａ 経営系委託案Ｂ 経営系委託案Ｃ 経営系委託案Ｄ 

仕上がり像 

【ファイナンシャル

プランナー】 
○ 金融サービス業務

に従事するために

必要な金融知識と、

渉外技術・知識を身

に付けている 

【キャッシュフロー会

計】 
○ キャッシュフロー

会計の考え方を理

解し、新しい会計基

準で作成するキャ

ッシュフロー計算

書を作成すること

ができる。 

【経理に強いビジネス

マンの育成】 
○ ビジネスマン（含む

営業マン）で、経理

に関する内容がわ

かる。 

【中級経理マンの育成】 
○ 大学程度の商業簿記、

工業簿記、原価計算並

びに会計学を修得し、

財務諸表規則や企業

会計に関する法規を

理解し、経営管理や経

営分析ができる。 

対象者と 
訓練期間 

○ 離転職者 
○ 3 月 

○ 離転職者 
○ 3 月 

○ 離転職者 
○ 4 月 

○ 離転職者(商工会議所
簿記検定２級の知識と

経理の実務経験を有す

る者) 
○ 4月 

訓練内容 

【ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰ資

格】 
○ 金融商品の販売、資

産相談業務等金融

サービス業で求め

られるファイナン

シャルプランニン

グの知識の習得 

【キャッシュフロー会

計の理解】 
○ 財務会計の基礎知

識と、キャッシュフ

ロー会計に関する

知識の習得 
 

【簿記 2級と経理実務
の習得】 
○ 商工会議所簿記検

定２級程度の商業

簿記、工業簿記及び

財務会計ソフトの

操作とこれに必要

な消費税、法人税の

知識の習得 

【商工会議所簿記検定

１級取得】 
○ 商工会議所簿記検定

１級程度の会計学、商

業簿記、工業簿記、原

価計算の知識の習得 

訓練内容 
設定の理由 

○ 確定拠出型年金(日

本版４０１ｋ)の導

入にともない、ファ

イナンシャルプラ

ンナーのニーズが

増大している。 

○ キャッシュフロー

を意識した経営が

必要であり、キャッ

シュフローの考え

方を理解した経理

マンが必要である。 

○ 事務系求人では簿

記２級が必要条件

であることが多い。 
○ 簿記検定範囲外の

経理実務、税法の知

識を習得する。 

○ 商工会議所簿記検定

１級は、就職の際にも

大きなアピールポイ

ントとなるため。 
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（17）情報技術分野（アパレル系・デザイン系）訓練コース 

 

訓練 
コースの

課題 

【人材ニーズは変化している】 
○ アパレル系の想定就職先は繊維製造業で

あったが、この分野の人材ニーズは少な

くなった。しかし、企画・販売に関して

は未だ人材ニーズがあり、想定就職先を

企画・販売業へ移行している。 
○ デザイン系では、県内求人は少ないが、

技術校への求人は堅調。 
○ デザイン系の想定就職先はグラフィック

スデザイン、ＤＴＰ等であるが、これら

の分野は今後更にコンピュータ化が進む

傾向にある。 

【民間との役割分担を検討する必要があ

る】 
○ アパレル系で 15校、募集定員 778名（定
員不明校あり）。そのうち、ファッション

ビジネス科は 5 校、6コース、募集定員
240名。 

○ デザイン系で 9校、募集定員 260名（定
員不明校あり）。グラフィックスに限定す

ると 3校、95名。 

見直しの 
方向 

【公共と民間で役割を分担し、民間活力を

活用する】 

○ 公共と民間の役割分担を考慮し、民間

の活力を活用する方向で検討する。 
○ 現行コースの対象者は主として新規高

卒者であるが、年度によっては雇用保

険受給者が約半数を占め、民間教育機

関既存コースの対象者とは異なる。 
○ したがって、委託等により民間と連携

する場合、実状に合わせて訓練期間を

含めて既存カリキュラムを検討する必

要がある。 

 

委託の訓練コー

スを設定 

○ 民間が有する教育訓練資源を有効に活用し多様な訓練機会を提供するため、委託訓練コー

スを設定し実施する。 
○ 訓練コースの設定にあたっては、既存のカリキュラム等を求人ニーズ・受講ニーズの特性

に対応するようカスタマイズする。 
 

アパレル系委託案Ａ アパレル系委託案Ｂ デザイン系委託案 

仕上がり像 

【衣料販売従事者】 

○ アパレル販売士 3 級の資格
を持ち接客及び販売に必要

な基礎知識を持つ中堅販売

員 

【スピード縫製スタッフ】 

○ 国内のハイレベルな製造に

対応可能なスピードを持つ

ソーイングスタッフ 

【印刷広告営業】 

○ 印刷工程を理解し、印刷見積

もりができる営業 

対象者と 
訓練期間 

○ 主として若年離転職者 
○ 3月 

○ 主として若年離転職者 
○ 3月 

○ 離転職者 
○ 2月～3月 

訓練内容 

【販売士 3 級＋アパレル基礎
知識】 

○販売士 3 級の課程を学ぶと
ともに販売に必要な品質管

理、商品管理、接客の基本等

を習得する。 

【工業用ミシンの基本】 

○縫製、素材の基礎と業界知識

を習得後、グループによるス

ピード縫製作業を習得する。 

【印刷概論＋見積もり】 

○ 印刷工程と印刷・広告に関す

る知識を学び、印刷見積もり、

生産管理、企画戦略など印刷

広告営業に関する知識を習得

する。 

訓練内容 
設定の理由 

○ アパレルのみならず販売に

関しても十分な知識を持つ

販売員を養成する。 
○ 販売士 3級の内容：流通の基
礎、法律及び販売技術、事務

管理、商品知識 

○ 工場生産のスピード化と寸

法精度の高さについていけ

る人材を養成する 

○ 印刷営業として活躍できる人

材を育成する。 
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（このページは、白紙です。） 



 
 
 
 
 
 
 
 

県民意見（パブリック・コメント）の概要 
 



１ 意見募集の概要 
 （１）公表方法 
   ① 県のホームページへの掲載    ② 県の窓口での縦覧 
   ③ 各高等職業技術校での縦覧    ④ 報道機関への情報提供 
   ⑤ 「かながわハローファックス」での情報提供 
   ＊②③では、基本方針の概要を記載したリーフレットを配布。 
 （２）意見の募集期間 
   平成 15年 11月 27日（木）から 12月 26日（金） 
 （３）意見の提出方法 
   電子メール、ファクシミリ、郵送 
 
２ 意見募集の結果 
 （１）意見提出者数 
   １７９者（個人：１３９人、事業者等：４０事業者） 
 （２）内容別意見の内訳 

内    容 件数 割合 
１ 再編整備の基本的な考え方 ２０件 ６.５％ 
２ 公民の役割分担と連携による職業能力開発体制の構築 ３７件 １１.９％ 

(1) 公民連携による人材育成支援機能の充実強化 (11件) (3.5%)  
(2) 地域企業との連携 (26件) (8.4%) 

３ 高等職業技術校の機能の充実強化 １３２件 ４２.６％ 
(1) 訓練コースの見直し (63件) (20.3%) 
(2) キャリア・コンサルティングの導入と就職支援の強化 (26件) (8.4%) 
(3) 委託訓練に係る専門部門の設置 (5件) (1.6%) 
(4) 中小企業在職者の能力開発の支援 (35件) (11.3%) 

 

(5) 教育との連携 (3件) (1.0%) 
４ 高等職業技術校の運営体制の整備 ８８件 ２８.４％ 

(1) 体制整備の必要性 (18件) (5.8%) 
(2) 体制整備の方法 (61件) (19.7%) 

 

(3) 人材育成に関する支援機能を担う施設の整備 (9件) (2.9%) 
５ その他 ３３件 １０.６％ 

合  計 ３１０件 １００.０％ 
   ＊（ ）は、内数。 
   ＊１人意見提出者が複数意見を提出しているため、意見提出者数と意見数は異なる。 

内容別意見の内訳

その他
10.6%

公民の役割分担と
連携による職業能
力開発体制の構築

11.9%

高等職業技術校の
機能の充実強化

42.6%

高等職業技術校の
運営体制の整備

28.4%

再編整備の基本的
な考え方
6.5%
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３ 意見の反映状況及び主な意見の概要 
 
○ 意見の反映状況 

意見反映状況の区分 件数 割合 
１ 既に反映されている意見（賛成意見を含む） １６６件 ５３.５％ 
２ 整備計画に新たに反映する意見 ２０件 ６.５％ 
３ 整備計画に反映しない意見 ４３件 １３.９％ 
４ 運営等にあたり今後の検討事項とする意見 ３６件 １１.６％ 
５ その他の意見 ４５件 １４.５％ 

合  計 ３１０件 １００.０％ 

意見の反映状況

既に反映（賛成意
見）
53.5%

運営等にあたり検
討
11.6%

その他
14.5%

反映しない
13.9%

新たに反映
6.5%

 
 
○ 主な意見の概要  （＊【 】は、意見反映状況の区分。） 
（１）再編整備の基本的な考え方 
  ・企業ニーズにあった訓練を行うために再編整備には賛成。 【既に反映されている意見（賛成 

    意見を含む）】 

  ・大、中、小企業を問わず、民間のニーズを把握し、フレキシブルな能力開発を構築すべき。  
   【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 

  ・公民役割分担は、公営事業と民間事業が競争によって相互に切磋琢磨して消費者へのサー 
   ビス提供を向上するというものではなく、公営側が一方的に引っ込んで画一的に民間事業 
   のみにするというものであり、競争を忌避しており、市場主義ではない。 
   【整備計画に反映しない意見】 

（２）公民の役割分担と連携による職業能力開発体制の構築 
 ① 公民連携による人材育成支援機能の充実強化 
  ・実質的な支援を可能とする組織形態が必要。センターの幹部も民間人を登用すべき。 【既 

    に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
  ・地域の訓練情報や人材情報が入手できると便利。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
 ② 地域企業との連携 
  ・企業が求める訓練プログラムや社会のニーズに対応した研修が実施できるよう、積極的な 
   情報交換が必要。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
  ・企業を集めるには、魅力的な職業訓練プログラムの開発が必要。 【既に反映されている意見 

   （賛成意見を含む）】 
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（３）高等職業技術校の機能の充実強化 
 ① 訓練コースの見直し 
  ・情報技術・社会サービスの分野の人材育成、中高年齢ホワイトカラーの訓練・介護人材の 
   育成などは、民間教育機関への委託により規模を拡大し、技術校では、設備面など民間機 
   関では実施できないものに限定して実施すべき。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
  ・インターンシップの導入が必要。 【整備計画に新たに反映する意見 整備計画Ｐ２３】 
  ・企業との接点を増やし、普段の訓練内容を見て採用したい者を選定することができるよう 
   な機会を作ることによって、訓練に精を出す様にできる。【整備計画に新たに反映する意見 整 

    備計画Ｐ２３】 
 ② キャリア・コンサルティングの導入と就職支援の強化 
  ・キャリア・コンサルティングの導入、就職支援の強化は必須であるので、是非実践の方向 
   で検討して欲しい。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
  ・訓練後の早期就職を実現するためには、訓練カリキュラムの中に、面接対策など就職スキ 
   ル向上を目指した項目を入れるべき。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
 ③ 委託訓練に係る専門部門の設置 
  ・訓練のニーズに対応するため、技術校の校舎を利用したり、民間教育機関への委託により、 
   土・日・夜間のコースを実施すべき。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
  ・委託訓練先の選定にあたっては、カリキュラム・講師・設備等を勘案して総合的に選定す 
   べき。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
 ④ 中小企業在職者の能力開発の支援 
  ・中小企業では、単独で在職者訓練を実施するのは困難であるため、共同訓練の実施は、企 
   業ニーズに合致している。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
  ・在職者訓練に、企業の参加が増えるよう、行政として、業界全体にＰＲを行う必要がある。 
   【運営等にあたり今後の検討事項とする意見】 

 ⑤ 教育との連携 
  ・技能職が見直されている現在、低年齢からの技能教育が必要。 【既に反映されている意見（賛 

    成意見を含む）】 
  ・ものづくりの大切さについて、小中学生の頃から理解させる必要がある。行政として、も 
   のづくりの現場を自由に見学できる等、小中学生にものづくりに関心を持たせる場の提供 
   が必要。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
（４）高等職業技術校の運営体制の整備 
 ① 体制整備の必要性 
  ・大規模総合校化により、休日・夜間講習など期待したい。民間の施設や設備を積極的に活 
   用すべき。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
  ・配置される指導員の数、教室や設備の稼働率を見直し、効率的な運営を追求すべき。 【既 

    に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
 ② 体制整備の方法 
  ・現在の技術校では、校の規模や設備的な問題から、できない訓練等があるので、総合校化 
   によって、それが可能となるのはよいこと。 【既に反映されている意見（賛成意見を含む）】 
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  ・高等職業技術校は、人材養成機関としてこれまで大きな役割を果たしてきた。大規模総合 
   校化にあたっても、地域性を重視した配置に十分に配慮されるよう期待する。 【整備計画 

    に新たに反映する意見 基本計画Ｐ３５～３７】 
  ・地域からの通学を考えると、一極集中は不便を感じる人が多いと思う。分校形式にして、 
   集中講義や高価な機械の実習などは本校で、通常の実習を分校で行うなど、地域分散を保 
   持すべき。 【整備計画に反映しない意見】 
  ・県内で２校では、科が少なくなったり、遠くて大変になったりするので困る。 【整備計画 

    に反映しない意見】 
 ③ 人材育成に関する支援機能を担う施設の整備 
  ・実施にあたっては、職業訓練指導員のレベルアップが必要。 【既に反映されている意見（賛

成意見を含む）】 
  ・キャリア・コンサルティングを担う窓口担当者の資質の確保が大事。 【既に反映されている

意見（賛成意見を含む）】 
（５）その他 
  ・受講者側（個人・企業）から、ある程度の受益者負担を求めるべき。 【運営等にあたり今後 

    の検討事項とする意見】 
  ・本気で就職のために勉強したいと考えている人を入校させる仕組みが必要。  【運営等に 

    あたり今後の検討事項とする意見】 
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